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第８期末 貸借対照表 

（2022 年３月 31 日現在） 
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第８期 損益計算書 

（2021 年４月１日から 2022 年３月 31 日まで） 
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第８期 株主資本等変動計算書 

（2021 年４月１日から 2022 年３月 31 日まで） 
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[個別注記表] 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

 定率法を採用しております。ただし、建物、建物附属設備および構築物につい

ては、定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建  物   ８～50 年 

器具備品   ３～15 年 

 

（２） 無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

 

2. 引当金の計上基準 

賞与引当金 

 従業員への賞与支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。 

 

3. 重要な収益の計上基準 

当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日。以

下、「収益認識会計基準」という。）等を適用しており、委託者報酬、運用受託報酬およ

び投資助言報酬にかかる管理報酬ならびに成功報酬について、一定期間にわたる契約履

行義務の充足状況に応じて収益を認識しております。 

 

（会計方針の変更に関する注記） 

収益認識に関する会計基準等の適用 

当社は、「収益認識会計基準」等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサー

ビスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ

る金額で収益を認識することといたしました。これによる影響はありません。 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

時価の算定に関する会計基準等の適用 

当社は、「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以

下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。時価

算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年
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7月4日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

2. 有形固定資産の減価償却累計額     68,885 千円 

3. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短期金銭債権     2,210,563 千円 

短期金銭債務       4,875 千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

2. 関係会社との取引高 

営業収益    673,243 千円 

営業費用及び一般管理費     230 千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

1. 発行済株式の種類および総数に関する事項 

（単位：株）

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
期末株式数

摘要

発行済株式 17,297 - - 17,297 -
 うち普通株式 17,297 - - 17,297 -  

 

2. 配当に関する事項 

（１） 配当金支払額 

 

 

（２） 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となる

もの 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。なお、

当事業年度における繰延税金負債については、発生はありません。 

繰延税金資産 

賞与引当金          17,817 千円 

未払金            1,492 千円 

未払事業税    19,135 千円 

投資信託協会入会金     688 千円 

長期差入保証金               1,269 千円 

減価償却超過額               5,188 千円 

繰延税金資産合計    45,589 千円 

繰延税金負債合計    - 千円 

繰延税金資産の純額     45,589 千円 

 

（金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金に限定しております。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

現金及び預金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、未収投資助言報酬および未払法

人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略して

おります。  

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

1. 親法人および法人主要株主等 

 

（注１）関連当事者との価格その他の取引条件について、一般取引条件を勘案し決定して

おります。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。 
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2. 兄弟会社等 

  
（注１）関連当事者との価格その他の取引条件について、一般取引条件を勘案し決定して

おります。 

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

  １株当たり純資産        200,403 円 14 銭 

  １株当たり当期純利益       84,775 円 46 銭 

 

（収益認識に関する注記） 

第 8 期通期会計期間（自 2021 年 4 月 1 日 至 2022 年 3 月 31 日） 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

   
  （注）当社の主要な業務について記載しております。 

 

（その他の注記） 

資産除去債務に関する注記 

 本社は、建物賃貸借契約に基づき使用する建物等において、退去時における原状回

復に係る債務を有しております。当該賃貸借契約については、敷金が資産計上されて

おりますので、「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」第 9 項及び第 15 項に基

づき、資産除去債務の負債計上及びこれに対応する除去費用の資産計上に代えて、原

状回復に係る費用を敷金の回収が見込めない金額として合理的に見積もり、そのうち

当事業年度の負担に属する金額を費用に計上しております。 

以上 


